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 審査委員は、上記の学位申請論文について申請者に対する口頭試問（2006 年 8 月 8
日）を実施したうえで、慎重に審査を行った。その結果、下記の評価に基づき、全員
一致で同論文が博士学位論文に値するものであるとの結論を得た。 
 
                        記 
 
Ⅰ 学位申請論文の構成と概要 
 １．学位申請論文の構成 
  本論文の構成は以下のとおりである。 
 序 章 問題意識と本論文の構成 
  １．問題意識 
  ２．本論文の構成 
 第１章 文献サーベイと研究視点の設定 
  １．はじめに 
  ２．国際人的資源管理の定義と特徴 
  ３．国際人的資源管理の枠組み 
  ４．本国からの影響と国際人的資源管理 
  ５．日本の HRM システム移転に関する研究の類型化 
  ６．国際人的資源管理の実証研究 
  ７．内部労働市場研究の展開 
  ８．本論文の研究視点 
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 第２章 多国籍内部労働市場の実証分析 
  １．はじめに 
  ２． 分析対象企業の特徴 
  ３．海外における日系企業の経営諸課題と日本人派遣者 
  ４．日本人派遣者比率の決定要因 
  ５．本社統制と現地人材の蓄積が利益率に及ぼす影響 
 第３章 ヨーロッパ系多国籍企業のアジアにおける人的資源管理 
  １．研究の視点と研究方法 
  ２．Unilever (Malaysia)  
  ３．Siemens (Malaysia)  
  ４．Siemens（Singapore） 
  ５．Nestle (Thailand)  
  ６．ABB (Thailand)  
  ７．ヨーロッパ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
 第４章 アメリカ系多国籍企業のアジアにおける人的資源管理 
  １．本章の課題 
  ２．Campbell Soup (Malaysia)  
  ３．Hewlett-Packard (Singapore)  
  ４．IBM (Singapore)  
  ５．P&G (Thailand)  
  ６．Bestfoods Asia（香港） 
  ７．アメリカ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
  ８．ヨーロッパ系・アメリカ系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」の比較検討      
 第５章 日系多国籍企業の ASEAN における人的資源管理 
  １．本章の課題 
  ２．自動車メーカーＡ社グループ 
  ３．家電メーカーＢ社グループ 
  ４．食品メーカーＣ社グループ 
  ５．マレーシアにおける日系メーカー２社：Ｄ社およびＥ社 
  ６．日系多国籍企業の「多国籍内部労働市場」 
 終 章 結論と今後の課題 
  １．「多国籍内部労働市場」の概念整理 
  ２．発見されたこととその意味 
  ３．検討と課題 
 参考文献 
 添付資料 
 
２．学位申請論文の概要 
 本論文は、国際人的資源管理システムは、多国籍企業経営の中で経営成果への貢献
を求められる重要なサブ・システムであるという認識のもとに、それは、本社におい
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て形成された「内部労働市場」（Internal Labor Markets）の国際的外延化であると
いう観点から、「多国籍内部労働市場」という新たな概念を取り入れ、国際人的資源
管理システムを大量のデータを用い、また国際比較によって実証的に分析したもので
ある。 
 構成は、前掲の「１．学位申請論文の構成」において示したように、序章と終章を
含め７章によって構成されている。序章において研究の目的が示され、第１章では文
献のサーベイと研究視点が述べられている。第２章ではアンケート調査による日系多
国籍企業の内部労働市場の実証分析、さらに第３章、第４章、第５章ではヒアリング
調査によるヨーロッパ系多国籍企業、アメリカ系多国籍企業、日系多国籍企業のアジ
アにおける人的資源管理の事例研究が行われている。そして、終章において結論と今
後の課題が示されている。各章の概要は以下のとおりである。 
 序章においては、「多国籍内部労働市場」（Multinational Internal Labor Markets）
を内部労働市場の国際的外延化と規定し、このような概念は、これまでの多国籍企業
論においても内部労働市場の議論でも明示的に意識されることはなかった。そこで、
「多国籍内部労働市場」による研究枠組みの視点から、また国際比較の視点も入れて、
国際人的資源管理システムを明らかにすることが本研究の目的であるとしている。 
 第１章は、第２章以降の分析に先立ち、文献サーベイを中心に、国際人的資源管理
の概念とその諸特徴、日本での研究とその類型化、国際人的資源管理の実証研究、そ
して内部労働市場研究の展開について述べている。そこでは、国際人的資源管理の枠
組みとして、Evans and Lorange の市場ロジックと社会・文化ロジック(構造的理解）、
Schuler et al.、Taylor et al.の戦略的国際人的資源管理(因果関係的理解）、
Rosenzweig and Nohria のコンテクスト的理解、Ferner and Quintanilla の海外子会
社のＨＲＭと同形化(各国固有のナショナル・ビジネス・システム的理解）の４つを
挙げ、さらに国際人的資源管理における海外子会社に対する圧力として４つの同形化
を図式化している。つまり、「クロス・ナショナル同形化」、「コーポレート同形化」、
「ローカル同形化」、「グローバル・インターコーポレート同形化」である。 
 そして、多国籍企業経営においては、一方では「コーポレート同形化」・「クロス・
ナショナル同形化」の一環として本社による統合・統制という中央集権的な力が働き、
他方では「ローカル同形化」という制度的環境の中で分散・自立という権限委譲を求
める力が働く。このように、時に対立し、時に補完的となる二元性こそが多国籍企業
の強みであり、またその経営管理上の難しさであるとしている。 
 さらに、国際人的資源管理の実証研究の例として、Rosenzweig と Harzing を挙げ、
前者においては、日系企業の場合は、本国籍人材が相対的に多く、第三国籍人材は起
用されていないという特徴を、後者においては、日独の海外子会社では現地国籍人材
の社長の比率が低く、米仏では高いという特徴を示し、その理由、企業経営への影響、
今後の方向性などについて、第２章以降で検討するとしている。 
 また、内部労働市場研究の展開については、Doeringer と Piore が内部労働市場論
の体系化に至った理論的経緯とその後の展開の特徴、ホワイトカラーの内部労働市場
への視点の拡張、内部労働市場の管理権限の及ぶ範囲の拡大と縮小についての研究、
さらには国際比較における主な研究の流れなどを論じている。 
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 最後に、本論文の研究視点である「多国籍内部労働市場」と「国際人的資源管理」
の概念を図式化している。 
なお、「多国籍内部労働市場」については、「国際人的資源管理」の一部を構成し、
「内部労働市場」概念の国際的拡張を行ったものであること、グループ企業としての
多国籍企業の中では複数の「内部労働市場」が存在していること、この「多国籍内部
労働市場」に包摂されるのは、ホワイトカラーのみではなく、生産現場の熟練労働者
も含まれることなどが示されている。さらに、「多国籍内部労働市場」が、「内部労
働市場」の拡張概念であるということから、「多国籍内部労働市場」への入職口、経
営理念の共有など一連の「内部労働市場」の取り決め（Arrangements)についても考
慮すべきであると指摘している。 
 第２章は、日系企業の国際展開に伴う人的資源管理（ＨＲＭ）システムの現地展開
の実情とその効果について実証的に分析している。そのために、まず海外における日
系企業の経営諸課題と日本人派遣者との関連を整理し、また本章の中で集中的に利用
するデータ・ソースならびにその調査対象の特徴等についての概要を示している。な
お、このデータ・ソースには、1999 年から 2003 年まで隔年ごとに全世界の海外日系
企業を対象に３回にわたり実施された大量のサンプル・データが用いられている。 
 まず最初に、日本人派遣者の積極的な役割と機能をデータにより明らかにするため
に、日本人派遣者比率の決定要因についての分析枠組みを提示し、それに基づき諸変
数を定義して重回帰分析による計測を行っている。 
 つぎに、世界本社による統制と現地人材の育成・蓄積の双方が利益率に及ぼす影響
について、同様の計測を行い分析している。 
 本章では、海外の現地法人は、企業属性・環境諸条件という大枠の中で、海外への
経営管理層、技術者の派遣を伴いながら実施される世界本社の統制・統合の影響力、
ならびに現地における人的資源の蓄積という、時には統制・統合とは相矛盾する「多
国籍内部労働市場」の大枠の中で活動するという枠組みを設け、その枠組みの中で、
まず日本人派遣者比率の決定要因を明らかにしようとした。具体的には、日本人派遣
者比率の決定要因として、企業属性・環境諸条件変数（従業員規模、業種、操業期間、
所在地域、日本側出資比率）、日本本社の統制諸変数（社長の国籍、経営理念の導入
程度、日本本社ＨＲＭの導入程度）、人材の蓄積状況諸変数(ローカル部課長比率、
ローカル大卒比率、大卒の最高昇進職位、中間管理職現地化率）を説明変数とし、前
述のデータを用いて線形重回帰分析を行っている。 
 そこから、①現地法人の社長の国籍が日本人以外の場合、日本人派遣者比率を引き
下げる方向(マイナス）に働く傾向があること、②日本本社の統制に積極的な企業ほ
ど日本人派遣者比率が高くなる傾向があること、③人材の蓄積状況諸変数のうち、ロ
ーカル部課長比率、大卒の最高昇進職位、そして中間管理職現地化率は、それらが高
いほど日本人派遣者比率を引き下げる方向(マイナス）に作用しているのにたいして、
ローカル大卒比率は、それが高いほど日本人派遣者比率を引き上げる方向(プラス）
に作用していること、などの結論を導き出している。。 
 以上の結論にたいして、とくにローカル大卒比率がプラスになった理由を考察して
いる。そこでは、ローカル大卒比率は、高度人材蓄積の代理指標であり、付加価値の
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より高い生産可能性の拡大を示し、したがって世界本社からの新技術・新製品の移転
と投入が積極的になり、本社からの派遣者数の増大、つまり「多国籍内部労働市場」
の活発化へとつながっていると解釈している。そして、他の条件を一定にして派遣者
比率を減少させるという選択は、経営活動の停滞を招き、組織の萎縮のリスクを負う
ことになると結論づけている。 
 つぎに、日本人派遣者比率にたいする回帰分析の場合と同様の枠組みの下に、売上
高経常利益率についての線形重回帰分析を行っている。そこで明らかにされた点とし
て、①日本人派遣者比率の高さが現地法人の利益を圧迫するという論理はここでは成
立せず、より広いコスト・ベネフィットからの考慮が必要であること、②経営理念や
日本本社のＨＲＭシステムの導入は、多大なコストがかかることが明らかで、「企業
内特殊熟練・知識」の共有が長期的に経営成果にプラスとなるか否かについてはさら
に検討する価値があること、③人材の質的向上は明らかに経営成果にプラスであり、
そのため「多国籍内部労働市場」の十全な働きが重要になること、などが挙げられて
いる。 
 第３章・第４章は、アジア、特に東・東南アジアにおいて欧米系多国籍企業がどの
ような国際人的資源管理システムを構築し、また実践しているのか、さらに、その場
合の課題と日本の企業への示唆にはどのようなものがあるのかという比較の視点か
ら、現地法人での実態を観察する。そこから欧米系多国籍企業における「多国籍内部
労働市場」の具体的展開と日系多国籍企業における「多国籍内部労働市場」の展開と
の相違を明らかにすることを意図している。 
 第３章ではヨーロッパ系多国籍企業５社を取り上げ、第４章ではアメリカ系多国籍
企業５社を取り上げている。いずれも９社までが製造業に属する巨大多国籍企業であ
る。調査方法は事例研究を採用して、東・東南アジア４カ国に所在する 10 社を訪問
し、ヒアリング取材と資料収集を行っている。 
 具体的なテーマは、東・東南アジアにおいて欧米系多国籍企業はどのような「多国
籍内部労働市場」を構築・実践しているのか、とくに国籍等を超えた人材の活用シス
テムの構築がどれくらいなされているのか、またそのシステムがどの程度まで現地に
適合的に活用されているのか、その場合の課題は何か、という点を中心に、日系企業
との対比を念頭に置きながら検討している。 
 これは、東・東南アジアという点で「ローカル同形化」を固定化した上で、「クロ
ス・ナショナル同形化」・「コーポレート同形化」について、ヨーロッパ系とアメリ
カ系企業の違いを明らかにすることを目的としている。 
 対象企業は、マレーシアでは、①Unilever、②Campbell Soup、③Siemens の３社、
シンガポールでは、④Siemens、⑤Hewlett-Packard、⑥IBM の３社、タイでは、⑦Nestle、
⑧P&G、⑨ABB の３社、さらに香港では、⑩Bestfoods Asia である。このうち、Bestfoods 
Asia のみが地域本社となっている。 
 上記事例の検討から、ヨーロッパ系・アメリカ系多国籍企業の共通点と相違点をい
くつか指摘している。それは以下のものである。 
 ①ヨーロッパ系多国籍企業もアメリカ系多国籍企業もともに「グローバル接着剤」
としての経営理念等の確立とその子会社への浸透・共有にきわめて積極的である。ま
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た、人材の評価制度は、ある一定以上のランクでは世界的に共通化し、公平な評価が
できるようになっていることも共通している。これらの「多国籍内部労働市場」のい
わばプラットフォームの形成は、世界本社の統制・統括の手段というだけでなく、「多
国籍内部労働市場」の必要条件であり、多国籍な人材の多国籍な移動にとって透明性
を高め、内部人材の企業へのコミットメントを高めるであろうとしている。 
 ②多国籍人材の移動の状況を見ると、ヨーロッパ系多国籍企業とアメリカ系多国籍
企業との間には若干の違いが見られ、他方で、日系企業との差は歴然としている。ま
ずトップ・マネジメントの国籍は、第三国籍人（TCNs）が双方とも過半を占め、その
上で、ヨーロッパ系企業、とりわけドイツ企業は本国籍人（PCNs）を派遣し、アメリ
カ系企業は現地国籍人（HCNs）に依存する傾向がある。トップ・マネジメントの国籍
のみでなく、派遣者の国籍の構成が文字通り多国籍となっており、第三国籍人材の育
成と活用が進んでいる。 
 これは、シニア・マネジャーならびにハイ・ポテンシャル人材の識別と登録、それ
に国外勤務経験の付与、さらには、子会社への技術、経営ノウハウの蓄積が行われて
いることがその基礎に存在しているからである。そしてこれが、「多国籍内部労働市
場」形成の必要条件であるとしている。 
 ③人材の登用が、企業内部優先で、しかもグローバルな観点からなされていること
もヨーロッパ系企業とアメリカ系企業で共通している。そしてこれが、上記の「多国
籍内部労働市場」の成立を確実なものにし、「多国籍内部労働市場」の十分条件と見
ることができるとしている。 
  ④本社における訓練の過程で、専門的知識の習得とともに、国籍や部門を超えた人
材のネットワークを意図的に形成していること、インフォーマルな人間関係を積極的
に形成していることについても、ヨーロッパ系企業とアメリカ系企業では違いは認め
られない。 
 ⑤派遣者とローカル・スタッフとの間におけるコミュニケーション上の問題は、ア
メリカ系企業にはほとんどなく、ヨーロッパ系企業でもドイツ企業にごくわずか見ら
れるが、日系企業で問題とされるほどの程度ではないとしている。 
 第３章・第４章の欧米系多国籍企業の分析において、①企業規模をコントロールし
た場合には欧米系企業と日系企業の間に海外派遣者比率についてはほとんど差がな
いこと、②当該派遣者の国籍構成において多様性がないこととトップ・マネジメント
における本国籍比率に偏りがあることなどの日系企業の特徴が明らかになったので、
第５章ではその背後に存在する論理とそれを支える根拠を、「多国籍内部労働市場」
という視点から確認し、評価することを目的として、欧米系多国籍企業と同様のヒア
リング調査による分析を日系多国籍企業にたいして行っている。調査は２回実施され、
第１回目は 1996 年にインドネシア（３社）、マレーシア（３社）、タイ（１社）、
第２回目は 1997 年にフィリピン（３社）で、合計 10 社（すべて製造業）を対象に行
われた。 
 これらのヒアリング調査から、欧米系多国籍企業と比較した場合の日系多国籍企業
の国際人的資源管理における共通点と相違点として、つぎの５点が挙げられている。 
 ①経営理念の浸透・共有化と一定ランク以上の人材にたいする評価制度の共通化が、
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欧米系企業に比較して際だって立ち後れている。 
 ②親会社からの派遣人材の状況を見ると、第三国籍人が全く含まれず、日系多国籍
企業における日本人への過重依存という特徴が認められる。 
 ③欧米系多国籍企業が、グローバルな観点からの人材の登用と育成を行っているの
にたいして、日系多国籍企業は、自社グループの強みである生産システムの徹底した
導入や物づくりのための人材育成を積極的に行い、そのために多くの派遣者を投入し
ているという状況である。 
 ④欧米系多国籍企業の人材研修が、国籍や部門を超えてグローバルな人材ネットワ
ークの形成を目的としているのにたいして、日系多国籍企業ではそのような研修はあ
まり行われていない。 
 ⑤海外派遣者とローカル・スタッフとの間、そして現地法人と本社との間のコミュ
ニケーション上の問題が、日系企業の場合に大きく、程度の差はあるがヨーロッパ系
企業にも存在している。その要因は、語学力の問題と国際的なコミュニケーション体
制の整備の問題である。 
 以上から、日系多国籍企業は本来の「多国籍内部労働市場」を形成する途上にある
と結論づけている。 
 終章は、以上の諸章から得られた諸結果を、当初に設定された「多国籍内部労働市
場」の研究視点から再整理して論じている。 
 まず「多国籍内部労働市場」の概念整理が行われ、つぎに調査によって明らかにさ
れたことが示されている。そして、日系企業の「多国籍内部労働市場」の特徴を図式
化している。そこでは、日系企業における日本人派遣者への過度な依存が指摘され（日
本国籍というフィルター）、その要因としてつぎの４点が挙げられてる。①国内での
豊富なマネジメント人材の供給、②国際的評価制度・人材インベントリーの欠落、③
アジアにおけるマネジメント人材の不足、④多国籍人材活用のノウハウ不足とそのニ
ーズ不足。そして、このような自国中心主義 ethnocentric な「多国籍内部労働市場」
からの脱却のシナリオも提示している。 
 最後に、残された課題が挙げられ、それは、①企業の観点からの分析に終始したの
で、人の側面からの分析が別途必要であること、②「多国籍内部労働市場」の管理主
体、管理範囲、諸規則の改定、入職口のあり方、内部キャリア形成のあり方などの理
論的、実証的研究をさらに深めること、などである。そして、それらの問題を解決す
ることにより国際人的資源管理における諸課題にたいする政策的対応策をより具体
的なものにすることができると締めくくっている。 
 
Ⅱ 本論文の評価と学術的貢献 
 国際人的資源管理について、「多国籍内部労働市場」という独創的な観点からこれ
を把握し、しかも問題分析においてはいくつかの仮説を設定して実証的な分析により
これらを検証し、結果として興味深いいくつかの独自の命題を提起している。とくに、
欧米系多国籍企業との比較により日系多国籍企業の本国籍人材重視という国際人的
資源管理の特徴を明確にした点は高く評価できる。具体的には以下のとおりである。 
 １．多国籍企業論や内部労働市場論のいずれにおいてもほとんど議論されてこなか
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った「多国籍内部労働市場」という独自の概念を用いることにより、国際人的資源管
理システムの重要な点は、世界本社において形成された「内部労働市場」の国際的外
延化＝「多国籍内部労働市場」である、という独創的な考え方を提示し、日系企業の
国際人的資源管理の特徴を考察しようと努めたこと。 
 ２．「多国籍内部労働市場」の実証分析にあたっては、多数の日系多国籍企業にた
いするアンケート調査を申請者自身がその設計の段階から中心となって実施した。こ
の調査は、日系企業の人材マネジメントに関する詳細な調査項目について、1999 年
から 2003 年まで１年おきに全世界の海外日系多国籍企業を対象に３回にわたり実施
された。これにより、延べ 2,377 社に及ぶ大量のサンプル・データが収集され、これ
らのデータをもとに分析が行われていること。 
 ３．さらに、欧米系多国籍企業と日系多国籍企業との間の「多国籍内部労働市場」
の展開の違いを国際比較によって明らかにするため、東・東南アジアの４カ国におけ
るアメリカ系多国籍企業(５社）、ヨーロッパ系多国籍企業（５社)、そして日系多国
籍企業（10 社）にたいするヒアリング調査を行っている。このような海外における
外国系および日系企業にたいするヒアリング調査は多くの困難を伴うが、長年にわた
り同じ問題関心を持ち続け、その結果をまとめたこと。 
 ４．上記の分析から、まずアンケート調査により以下のような独自の興味深い結果
を導き出したこと。  
 (1)日本人派遣者比率の決定要因を重回帰分析を用いて計測することにより、日本
人派遣者の積極的な役割と機能をデータによって明らかにした。とくに、ローカル大
卒比率が高いと日本人派遣者比率も高くなるという指摘は注目される。このような企
業においては、世界本社からの新技術・新製品の移転が行われ、付加価値のより高い
生産可能性の拡大をもたらしており、「多国籍内部労働市場」の活発化が図られてい
るとした。 
 (2)同様に、世界本社による統制と現地人材の育成・蓄積の双方が利益率(売上高経
常利益率）に及ぼす影響について計測し、とくに日本人派遣者比率が高いほど現地法
人の利益を圧迫すると通常考えられる点について、必ずしもそうとはいえず、より広
い視点からのコストとベネフィットを考えるべきであるとしている。 
 また、ローカル大卒比率を高めて現地中間管理職の層を厚くすることが、売上高経
常利益率の向上に貢献する可能性を示唆した。そして、人材(人的資源）の蓄積、質
的向上の重要性を「多国籍内部労働市場」との関係から指摘した。 
 以上のように、アンケート調査により、とくに派遣者比率の高い(低い）企業の特
徴を明らかにしたことと、派遣者比率と利益率との関係について考察したことは高く
評価される。 
 ５．また、ヒアリング調査においても以下のような興味深い結果を導き出したこと。 
 (1)欧米系多国籍企業は、経営理念や方針等の確立、それらの子会社への浸透・共
有にきわめて積極的であること。 
 (2)欧米系多国籍企業のトップ・マネジメントは第三国籍人が過半を占めているこ
と。 
 (3)欧米系多国籍企業においては、子会社から親会社への、あるいは子会社間での
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技術やノウハウの移転を伴う人材の移動が常時発生する「多国籍内部労働市場」が成
立していること。 
 (4)このような欧米系多国籍企業と比較した時、日系多国籍企業には自国中心主義
的 ethnocentric な人的資源管理という特徴が存在し、本来の「多国籍内部労働市場」
を形成する途上にあること。 
 以上のように、欧米系多国籍企業との比較により、日系多国籍企業の国際人的資源
管理の特徴を、「多国籍内部労働市場」という視点から明らかにしようとしたことは、
その視点の独創性という点からも高く評価できる。 
 
Ⅲ 修正要望事項への対応 
 予備審査において指摘された修正要望事項はつぎの４点であった。つまり、①「多
国籍内部労働市場」の概念の明確化、②内部労働市場論に関する詳細な先行研究の検
討の必要性、③国際比較における調査方法の統一、④査読雑誌公刊論文の明示、以上
である。 
①については、第 1 章において、６ヶ所にわたって加筆が行われ、概要で示したよ
うに概念の明確化が図られている。また、「国際人的資源管理」についても新たに図
とその説明が付け加えられている。なお、申請者は、「多国籍内部労働市場」という
概念を用いて、多国籍企業内に形成されてきた複数の「内部労働市場」のうち、海外
派遣者を含む国際的内部労働市場を取り上げることにより、日系多国籍企業の人的資
源管理の特徴を明らかしたいとしている。 
 ②についても、新たな節として、「７．内部労働市場研究の展開」を設けることに
より、先行研究の検討と本論文の位置づけを行い、「多国籍内部労働市場」の分析装
置としての役割を示している。 
 そこでは、Doeringer & Piore の 1971 年の著書（Internal Labor Markets and 
Manpower Analysis）および 1985 年の著書（Internal Labor Markets and Manpower 
Analysis: With a New Introduction）を中心に、Dunlop、Kerr、Oi、Becker、Williamson
等の研究を取り上げ、さらに Osterman の議論が検討されている。また、日本におけ
る研究の展開も、小池和男、小池・猪木武徳、今井研一・伊丹敬之・小池、鈴木宏昌、
永野仁などの研究を取り上げ、検討している。 
 ③については、「第５章 日系多国籍企業の ASEAN における人的資源管理」を新た
に加え、指摘された調査方法を統一させることにより、概要において示したように、
本論文の内容をさらに充実させている。 
 ④については、以下の４つの査読論文を基礎にして、さらに発展させたものが本論
文である。 
 1)「戦後台湾における労働市場の一分析」『アジア経済』（1980 年 4 月号、pp.41-58）。 
 2)「日本企業の国際化と現地人材戦略：東南アジアを中心に」『社会政策学会年報
第 34 集』（1990 年、pp.65-82）。 
 3)“Why Can’t Japanese Multinationals Utilize Both International and Local 
Human Resources in ASEAN? A Comparative Analysis”, Journal of Enterprising 
Culture, Vol.10, No.1, March，2002, pp.23-37. 
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 4)「グローバル・リテーラーの国際展開とＨＲＭ：カルフールを事例として」『国
際ビジネス研究学会年報 2005 年』（2005 年、pp.1-11）。 
 1)と 2)を基礎にしてそれまでの研究をまとめ、1995 年に出版された『日本企業の
国際人的資源管理』（日本労働研究機構）は、社会政策学会奨励賞を受賞している。
同書は、インドネシアでの調査を中心にまとめたものであるが、学位申請論文は、同
書における一国内での多国籍企業の人的資源管理の分析を世界にその対象範囲を広
げ、さらに発展させた研究であるといえる。 
 以上のように、修正要望事項に対しては、口頭試問での的確な応答とともに充分な
対応がなされたと判断される。また、個別の修正要望事項にも丹念な説明がなされ、
この点からも適切な修正が行われていると認められる。 
 もちろん、修正すべきいくつかの派生的問題点は残っているが、それらは本論文の
価値を本質的に損なうものではなく、本論文が国際人的資源管理の研究において果た
す学術的貢献はきわめて大きいものがあると思われる。とくに、「多国籍内部労働市
場」という独自の概念を用いることにより、日系多国籍企業の特徴を明らかにした点
は高く評価できる。この「多国籍内部労働市場」という概念が本論文において初めて
導入されたこともあり、学術用語としてはまだ定着していないが、本論文が契機にな
り、これが学術用語として普及することによって今後多国籍企業の国際人的資源管理
の研究がさらに発展していくものと考えられる。そして、「多国籍内部労働市場」と
いう新しい概念を用いることにより、日系企業のみならず欧米系企業を含めた多国籍
企業の国際人的資源管理の特徴とそれを規定する諸要因がさらに明らかにされるこ
とが期待される。その意味でも本論文の学術的貢献はきわめて高いといえる。 
 
Ⅳ 結論 
 本論文には若干の問題点はあるが、それにもまして多国籍企業の国際人的資源管理
の研究における学術的貢献がきわめて高いことから、本論文が博士学位論文として充
分に値するものであると判断する。  
 
（以 上） 
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